
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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内線

こどもを事故から守るプロジェクト事業

部局名

　医療機関、消防署及び保育施設等におけるこどもの事故発生に関する情報を調査分析するとともに、分析結果
及び再発防止策等に関する市民向け講習会を開催する。
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こどもを事故から守るプロジェクト事業

　転倒や転落、遊具の欠陥、異物の誤飲など、日常生活に潜在するこどもの事故発生要因を排除し、こどもの安
全な生活環境の整備を図る。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

やや高い

対象外

高い

【コスト】

【負担割合】

　事故調査に関しては市内関係機関の協力を得て､無料で行っている。委託料の内訳は事故調査分析と市民への啓発のため
の資料作成、啓発講座の講師謝礼が主であり、これ以上のコスト削減の余地はない。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　当該事業は平成26年度で終了後、今年度から再度、委託事業としてNPO法人との協働により、子ども
の事故発生に関する情報収集や調査分析、防止対策等を講じるとともに、子どもの事故予防及び安全
対策の普及啓発のための取り組みを行っている。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　今後も、こどもの事故発生に関する情報収集や調査分析、事故防止対策やそれらの啓発活動等の普
及拡大を図り、市民活動へと展開していけるようNPO法人との協働・連携に努めていく。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

　こどもの事故及び事故防止について、市民の認識を深めるとともに市民自ら取り組むことで、こどもたち
の安全な生活環境の整備が図られる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

こどもの事故予防啓発に関する講座等で、参加者から参加費の徴収は適当でない。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　本市に特徴的な事故に特化した予防対策を図ることで、市民意識の拡大と定着を図り、事故防止やこどもの安全確保につな
がることが期待される。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

こどもが安全に生活できる環境づくりを進めることにより、地域や家庭における子育て環境の改善が図られる。

やや低い

  当該事業の目的として、こどもの事故予防及び安全対策に向けた社会環境づくりを推進していくため
には、NPO法人との協働・連携により事故発生に関する情報収集や調査分析、防止対策やそれらの啓
発活動等の拡大と継続的な取り組みが不可欠である。

高い やや高い 低い

低い

該当なし

低い 該当なし

こどもを事故から守るためには、家庭だけでなく社会環境全体から危険要因を排除していくことが重要である。

低い

該当なし

該当なし

　こどもの事故防止に向けた社会環境の整備を進めるためには、市民によるネットワーク作りや関係団体（消費者団体、事業者、
消費者庁など）との連携・協議による具体的な製品改善等への取組みが必要であり、市の関与は高い。
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